
が
見
意
ご
な
ん
こ
も
に
他

…

市職員京都京一

を
画
計
革
改
政
財
行

が
見
意
ご
な
ん
こ

…

に
て
育
子

料
用
利
る
か
か

て
し
持
維
は

。
い
し
ほ

は
証
車
乗
老
敬

。
き
べ
す
直
見
で
の
い
な

が
収
税

り
取
る
え
増

を
み
組

。
き
べ
る
め
進

話し 合おう ！家庭内で感染者や感染疑いが出たときのこと
家庭内における感染が急増し ています。 もし も のと きの対応を確認し ておきましょう 。

●感染者や感染疑いの方は、まずは個室療養。 無理なら十分な距離を。

●お世話する人は一人に。 他の家族は別の場所で生活すること も 検討を。

●マスクの着用や換気、消毒を徹底。ト イレや洗面所などの共用部分はこまめに消毒を。

●家族も 健康観察を。 不要不急の外出は避けましょう 。

市
民

き
ょ
う
と

令
和
３
年

第
９
５
４
号 １

日
月
10

7面

今月のプレ ゼント

マーブルク ルート  ショ コ ラ＆抹茶

●

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
伴
い
、

掲
載
内
容
は
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

●

掲
載
記
事
・
施
設
の
情
報
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
も
閲
覧
で
き
ま
す
。

視覚に障害のある方を対象に点字版・ 文字拡大版・ テープ版・ Ｃ Ｄ（ デイジー）版も 発行。  【 問合せ】 広報担当（ ☎222-3094   FAX213-0286）
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／
京
都
の
強
み
を
活
か
し
、
税
収
増
へ
！
＼

都
市
の
成
長
戦
略

支
援
制
度
の
再
構
築

【
敬
老
乗
車
証
制
度
】

　
高
齢
者
の
社
会
参
加
を
支
援
す
る
た
め
、
昭
和
48
年
か
ら
、
70
歳

以
上
の
希
望
者
に
所
得
に
応
じ
た
少
な
い
負
担
（
利
用
者
の
約
６
割

が
年
３
千
円
で
利
用
）
で
市
バ
ス
・
地
下
鉄
な
ど
を
利
用
で
き
る
市

独
自
の
年
間
フ
リ
ー
パ
ス
を
交
付
。

※
中
高
生
の
市
バ
ス
・
地
下
鉄
連
絡
定
期
券
は
、
年
9
万
3
千
860
円

～
12
万
9
千
180
円
。

【
学
童
ク
ラ
ブ

注

の
利
用
料
金
】

　
子
育
て
世
帯
を
支
援
す
る
た
め
、
国
が
示
す
割
合
以
上
の
費
用
を
公

費
で
負
担
し
、
利
用
者
負
担
を
軽
減
。

　
現
在
の
料
金
体
系
は
、
開
所
時
間
の
長
い
土
曜
日
や
学
校
の
長
期
休

業
期
間
（
８
月
の
み
）
の
利
用
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
同
じ
料
金
を
適
用
し

て
い
る
た
め
、
利
用
量
と
負
担
の
バ
ラ
ン
ス
や
利
用
者
間
で
の
公
平
性
が

課
題
に
。

㊟
放
課
後
、
共
働
き
な
ど
で
昼
間
留
守
に
な
る
家
庭
の
児
童
を
保
育
す
る
事
業

　
「
時
代
の
潮
流
」
と
地
域
企
業
や
学
術
、
文
化
、
観
光
な
ど

の
京
都
の
「
強
み
」
を
掛
け
合
わ
せ
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
経
済

の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
こ
と
で
、
市
民
の
豊
か
な
暮
ら
し
や
税

収
の
増
加
を
実
現
。

　
15
年
度
ま
で
に
、
一
般
財
源
収
入
100
億
円
以
上
の
増
加
（
税

収
で
は
400
億
円
以
上
）
を
目
指
す
。

　
成
長
戦
略
は
、
企
業
・
大
学
な
ど
の
外
部
の
知
見
や
ア
イ

デ
ア
を
結
集
し
推
進
。
時
代
の
変
化
を
捉
え
、
大
胆
な
発
想

で
新
た
な
取
り
組
み
を
生
み
出
し
な
が
ら
、
目
標
額
の
達
成

を
目
指
し
ま
す
。

 

目
標
達
成
の
た
め
の
重
要
指
標

         

（
２
年
度
と
比
較
）

●
一
定
以
上
の
収
入
が
あ
る
方
（
個
人
市
民
税
の
納
税

　
義
務
者
）
を
４
万
人
増
加

●
新
築
住
宅
着
工
戸
数
を
毎
年
１
万
戸
創
出

●

市
内
で
生
産
さ
れ
た
モ
ノ
や
サ
ー
ビ
ス
の
総
額
を

　
６
千
億
円
増
加  

  

　
　
　
　
　
　
　
　 

  

な
ど

<
持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
の
見
直
し
に
よ
る
負
担
割
合
>

再
構
築
案

再
構
築
案

　
未
来
を
展
望
し

た
改
革
で
す
。

　
具
体
的
な
改
正

内
容
は
、
決
ま
り

次
第
、
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
な
ど
で
す
ぐ
に

お
伝
え
し
ま
す
。

※
市
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
詳
し

く
紹
介
。
過
去
の
市
民
し
ん
ぶ
ん
に
掲
載
し
た
財
政
特
集

を
読
む
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　
こ
う
し
た
改
革
は
市
民
の
皆
様
と
一
体
と

な
っ
て
進
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
市
で
は

今
後
、
施
設
の
運
営
コ
ス
ト
を
分
か
り
や
す
く

公
表
す
る
な
ど
、
行
政
コ
ス
ト
の

「
見
え
る
化
」

に
取
り
組
み
、
改
革
の
進
捗
状
況
を
皆
様
と

共
有
し
て
い
き
ま
す
。　

京
都
市
の
財
政
状
況

検
索

現在 今後 国の考え方

14年度見込み ２ 年度予算

国

5
億

4
千
万
円

国

5
億

4
千
万
円

府

5
億

4
千
万
円

府

5
億

4
千
万
円

市

８
億
２
千
万
円

市

６
億

７
千
万
円

利
用
者

９
億
２
千
万
円

利
用
者

10
億
７
千
万
円

ちなみに

公
費
負
担
分
（
５
割
）

利
用
者
負
担
分
（
５
割
）

再
構
築
後
も
約
４
割
に
留
め
る

市
税
負
担
87
％

利
用
者

負
担

13
％

市
税
負
担
66
％

利
用
者
負
担
34
％

　
そ
の
他
、
施
設
の
移

転
や
集
約
化
等
で
生

ま
れ
た
土
地
の
売
却

・

貸
し
付
け
な
ど
に
よ

り
、
資
産
を
有
効
活

用
。
財
源
確
保
だ
け

で
な
く
、
雇
用
の
創
出

や
地
域
の
活
性
化
に
も

つ
な
げ
ま
す
。

　
制
度
発
足
時
か
ら
平

均
寿
命
が
11
歳
延
び
、

対
象
者
数
は
８
万
人
か

ら
32
万
人
に
増
加
。
市

税
の
負
担
額
は
３
億
円

か
ら
52
億
円
に
。
こ
の

ま
ま
だ
と
、
制
度
自
体

が
破
綻
の
危
機
に
。

　
持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
の
見
直
し
と
し
て
、

　
①
4
年
10
月
か
ら
交
付
開
始
年
齢
を
10
年
か
け
て
段
階
的
に
75
歳

　
　
に
引
き
上
げ

　
②
交
付
対
象
者
を
合
計
所
得
金
額
700
万
円
未
満
の
方
に
変
更

　
③
合
計
所
得
金
額
200
万
円
以
上
700
万
円
未
満
の
階
層
を
細
分
化

　
　
し
、
利
用
者
の
負
担
金
を
引
き
上
げ

　
ま
た
、
利
用
者
の
選
択
の
幅
を
広
げ
る
取
り
組
み
と
し
て
、

　
④
新
た
に
5
年
度
か
ら
回
数
券
方
式
の
敬
老
バ
ス
回
数
券
の
導
入

　
　
（
年
間
フ
リ
ー
パ
ス
と
の
選
択
制
）

を
検
討
し
、
実
施
。
市
税
の
負
担
額
は
、
14
年
度
に
25
億
円
（
2
年
度

比
27
億
円
減
）
と
な
る
見
込
み
。

　
利
用
実
態
に
見
合
っ
た
基
本
額
を
設
定
し
、
そ
の
上
で
低
所
得
世
帯

や
ひ
と
り
親
世
帯
、
多
子
世
帯
な
ど
、
配
慮
が
必
要
な
世
帯
へ
の
負
担

軽
減
を
検
討
し
、
実
施
。
事
業
運
営
費
に
占
め
る
利
用
者
の
負
担
割
合

は
、
国
が
示
す
５
割
を
下
回
る
約
４
割
に
留
め
、
特
に
低
所
得
世
帯
に

配
慮
す
る
。

し
か
し
、
課
題
が
…

改
善
す
る
た
め
に
…

持
続
可
能
な
制
度
に
す
る
た
め
に
…

平均寿命は…

男 70歳 ⇒ 81歳
女 76歳 ⇒ 87歳

32万人

52億円

8 万人

3 億円
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公
共
施
設
は
、
利
用
者
か
ら
の

使
用
料
収
入
（
利
用
者
負
担
）
と

税
負
担
（
公
費
負
担
）
に
よ
り
管

理
運
営
し
て
お
り
、
公
費
負
担
が

大
き
い
ほ
ど
利
用
者
の
負
担
は
少

な
く
な
る
が
、
施
設
を
利
用
し
な

い
方
の
負
担
は
大
き
く
な
り
、
公

平
性
が
課
題
に
。

⇒
施
設
ご
と
に
利
用
者
負
担
の
割

合
を
設
定
し
、
使
用
料
の
見
直
し

を
実
施
。
ま
た
、
手
数
料
や
減

免
制
度
に
つ
い
て
も
見
直
し
を
進

め
る
。

　
先
月
号
で
は
、
市
の
財
政
の
現
状
と
今
後
の
財
政
運
営
の
道
筋
を
解
説
。

　
続
編
の
今
月
号
で
は
、
市
役
所
内
部
の
改
革
や
利
用
者
負
担
・
公
費
負
担
等
の
見
直
し
な

ど
、
今
後
取
り
組
む
改
革
に
つ
い
て
お
伝
え
し
ま
す
。

将
来
に
わ
た
っ
て
市
民
の
暮
ら
し
を
守
る

　

 
行
財
政
改
革
計
画

問
合
せ

財
政
室  

☎
222
・
３
２
８
８  

FAX 

222
・
３
２
８
３

～
後 

編
～

市
役
所
改
革
の
推
進

職員数の削減

130億円

給与減額

50億円

働き 方改革の推進
( 時間外勤務の縮減)

35億円

215億円捻出

●
職
員
数
の
削
減

　
業
務
の
効
率
化
・
委
託
化
に
よ
り
670
人
を
減
員
、
一
方
で
新

た
な
行
政
需
要
に
対
応
す
る
た
め
に
120
人
を
増
員
。
結
果
、
職

員
数
550
人
を
削
減
。
市
域
が
広
い
た
め
、
防
災
対
策
の
充
実
に

は
取
り
組
み
つ
つ
も
、
全
体
と
し
て
他
都
市
平
均
以
下
の
職
員

数
に
。

●
職
員
の
給
与
減
額

　
災
害
や
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
等
、
市
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を

守
る
財
源
の
確
保
の
た
め
、
３
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
職
員

の
臨
時
的
な
給
与
カ
ッ
ト
な
ど
に
よ
り
、
50
億
円
を
捻
出
。

　
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
な
ど
に
よ
る
働
き
方
改
革
に

よ
り
、
時
間
外
勤
務
も
縮
減
。

　
ま
ず
は
行
政
事
務
の
効
率
化
な
ど
に
よ
り
、
組
織
の
改
正
、

人
員
や
人
件
費
の
削
減
を
実
施
。

７
年
度
ま
で
に

　
併
せ
て
、
区
役

所

・
支
所
等
で
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決

済
の
導
入
や
、
デ
ジ

タ
ル
技
術
を
活
用
し

た
「書
か
な
い
窓
口
」

の
取
り
組
み
な
ど
を

進
め
、
市
民
の
皆

様
の
申
請
手
続
き

な
ど
の
負
担
軽
減
に

取
り
組
み
ま
す
。

／
他
に
も
＼

利
用
者
負
担
・
公
費
負
担
な
ど
の
見
直
し

【
保
有
施
設
】

　
全
て
の
施
設
に
つ
い
て
、
人
口
減
少
や
民
間
事
業
者
に
よ
る
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
な
ど
を
踏
ま
え
、
施
設
の
総
量
縮
減
や
存
廃
を
検
討
。

３
年
度
中
に
、
中
長
期
的
な
保
有
施
設
削
減
の
数
値
目
標
や
、
具
体

的
な
取
り
組
み
方
針
を
決
定
す
る
。

●
集
約
化
・
複
合
化
を
検
討

　
市
営
住
宅
（
団
地
再
生
事
業
）
、
図
書
館

　  

　
　
　
　
　
　
な
ど

●
施
設
の
在
り
方
を
根
本
か
ら
検
討

　
健
康
増
進
セ
ン
タ
ー
、
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー            

な
ど

【
補
助
金
】

　
毎
年
約
500
件
、

150
～
200
億
円
程
度
支
出
し
て
い
る
補
助
金
に
つ
い
て
、

国
の
制
度
の
充
実
や
社
会
の
変
化
な
ど
を
踏
ま
え
て
、
必
要
性
を
検
討
。

ま
た
、
補
助
金
に
期
限
・
補
助
率
の
上
限
な
ど
を
設
定
し
、
効
率
化
を
推

進
。

【
イ
ベ
ン
ト
】

　
３
年
度
は
市
主
催
の
イ
ベ
ン
ト
を
全
て
休
止
し
、
公
費
負
担
を
ゼ
ロ

に
。
共
催

・

実
行
委
員
会
主
催
の
イ
ベ
ン
ト
も
公
費
負
担
を
軽
減
し
、

約
４
億
円
を
捻
出
。

　
ま
た
、
４
年
度
に
向
け
て
更
に
点
検
・
見
直
し
を
実
施
。
そ
れ
に
よ
り

生
み
出
さ
れ
る
人
員
を
、
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
や
災
害
対
応
と
い
っ
た
、
市

民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
守
る
事
業
に
重
点
的
に
配
置
す
る
。

【
公
共
施
設
の
使
用
料
】

  

見
直
し
の
視
点

●
目
的
達
成
の
手
段
と
し
て
適
切
か
、
効
果
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
か

●
京
都
な
ら
で
は
の
地
域
や
民
間
の
力
を
生
か
し
、
民
間
主
導
に

　
発
展
で
き
な
い
か

●
費
用
対
効
果
が
適
切
か

【
課
税
自
主
権
の
活
用
】

　
政
策
目
的
の
達
成
の
た
め
に
活
用
す
る
場
合
や
、
改
革
に
取
り

組
ん
で
も
な
お
財
源
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
、
新
税
・

超
過
課
税
な
ど
の
課
税
自
主
権
の
活
用
を
具
体
的
に
検
討
。

●
こ
れ
ま
で
の
導
入
事
例

　
宿
泊
税
、
法
人
市
民
税
の
超
過
課
税

●
現
在
検
討
中
の
内
容

　
居
住
者
の
な
い
住
宅
の
有
効
活
用
と
地
域
の
活
性
化
の
た

　
め
の
新
税
の
導
入

　
そ
の
他
、
施
設
の
移

転
や
集
約
化
等
で
生

ま
れ
た
土
地
の
売
却

・

貸
し
付
け
な
ど
に
よ

り
、
資
産
を
有
効
活

用
。
財
源
確
保
だ
け

で
な
く
、
雇
用
の
創
出

や
地
域
の
活
性
化
に
も

つ
な
げ
ま
す
。

管理運営などの費用

使用料
（ 利用者負担）

利用し ない人の税金なども

使って運営（ 公費負担）

＜支出＞

＜収入＞

市・ 府民税第３ 期分の納期限は 11 月１ 日です。 期限内の納付をお願いし ます。
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